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概要 

	
 本研究では、日本の自治体レベルのデータを用いて、都市へのアクセスが地方の貧困率に与

える影響を調査した。都市における経済活動の集積は周辺地域の経済活動に正の外部性を与え

るため、労働者のモビリティが十分でないのなら、都市から遠く離れた地域ほど、貧困率が悪

化する傾向がある。 

	
 これまで移動の障害となる地形的要因を考慮して、アクセス変数が地域の経済活動に与える

影響を検証した研究は少ない。そのため、我々は山や川など移動の妨げとなる地形を多く有す

る日本を対象にし、都市へのアクセス変数として“直線距離”、“時間距離(車)”、“時間距離(公

共交通機関)”を用い、推定結果の比較をおこなった。検証の結果、日本においては都市への“時

間距離”の悪化は自治体の貧困率を高めるが、“直線距離”は貧困率と有意な相関を持たないこ

とが明らかとなった。 

	
 さらに、本研究では鉄道開通により変化する“時間距離”の特徴を利用してパネルデータを

作成し、地域の固定効果を考慮した分析をおこなった。パネルデータの作成には時刻表(JTB)を

用い、事例としては 2005年に開通した“つくばエクスプレス”に注目した。固定効果を考慮し

た分析においても、都市へのアクセスが容易になると、地方の貧困を低下させる傾向があるこ

と明らかになった。 

 

1. はじめに  
	
 先進国にとっても、地方の貧困は依然として大きな問題である。アメリカ合衆国の 2016年の

国勢調査によると、アメリカ南部の人口のうちの 18%以上は相対的貧困ライン以下の生活をし

ており、これは北東部の水準よりも 3ポイント以上高い。また日本においても、都道府県ごと

の平均賃金を比較すると、最大の東京都(年間約 370万円)と最低の宮崎県(約 230万円)の間には、

約 140万円の格差が存在すし、東京から遠くに立地している地域ほど、平均賃金が低下する傾

向が認められる（厚生労働省:2016）。これらの統計から、先進国の都市と地方とのあいだに、

恒常的な経済格差が存在する可能性を考えることができる。 

	
 地域間の経済格差の要因として、都市における経済活動の集積による正の外部正の存在を挙

げることができる。空間経済学では、労働のモビリティが不完全であり、経済集積による正の

外部性が都市の周辺にのみ存在するならば、地方の貧困率が都市よりも高くなりうることが議

論されている(Partridge and Rickman:2008)。経済集積による正の外部性として、(ⅰ)知識の効

率的な波及、(ⅱ)中間投入財の輸送コストの低下、(ⅲ)労働市場の効率的な調整があげられる



(Fujita, Krugman and Venables:1999)。 

	
 我々は、都市における経済集積が周辺の地域の経済活動に与える外部正を解明するため、日

本の自治体レベルのデータを用い、都市へのアクセスと地方の貧困率とのあいだにある関係を

検証する。もしも、これらの経済集積による正の外部性が都市の周辺にのみ存在し、地方の労

働者のモビリティが完全でないならば、都市へのアクセスが悪化するごとに、地方の貧困率が

悪化するという仮説を立てることができる。 

	
 Partridge and Rickman(2008) はアメリカにおける実証研究を通じて、都市からの直線距離

が大きい郡ほど、貧困率が上昇している傾向を明らかにした。しかし、Partridgeらの研究はア

クセスを説明する変数として“直線距離”を用いており、実際の都市へのアクセシビリティを

過小評価している可能性がある。特に、移動に際して山地や川などを経由する場合、迂回の影

響を考慮する必要がある。さらに、アクセスの変数としての“直線距離”は、その性質上地方

の固定効果を考慮することができず、検定結果がバイアスを含んでいる可能性がある。 

	
 実際の移動にかかるコストに関する議論として、Boscoe , Henry and Zdeb(2012)はアメリカ

合衆国、コロンビア自治区、プエルトリコを事例とした実証研究で、病院へのアクセスが住宅

価格に与える影響を測定するうえで“直線距離”と“移動距離”を用いた。Boscoeらの推計の

結果、移動を妨げる地形的要因がある場合は、“直線距離”が正確なアクセス変数として機能し

ないことが分かっている。 

	
 日本はその国土の約 67%が山地であり、地域間の移動に際して、山地を迂回する影響を含ん

でいない“直線距離”はアクセス変数として正確に機能しないという仮説が成り立つ。本研究

では、都市へのアクセシビリティを表す指標として“直線距離”、“時間距離(車)”、“時間距離(公

共交通機関)”を用いて、それぞれのアクセス変数が地方の貧困率を有意に説明するかどうかを

検証する。 

	
 加えて、本研究では鉄道の開通によって変化する“時間距離(公共交通機関)”の性質を利用し

てパネルデータを作成し、地域の固定効果を識別した上で、都市へのアクセスが地方の貧困率

に与える影響を推定する。鉄道開通の事例として、2005年に開通した“つくばエクスプレス”

に注目する。当鉄道は、つくば−秋葉原間を結び、開通前に 60分であった時間距離を 40分に短

縮した。この鉄道の沿線にある自治体は、都市への移動距離が短縮したことによる外部性の影

響を受けたことが考えられる。2時点間パネルデータ分析を行い、沿線の自治体の貧困率を“つ

くばエクスプレス”開通の前後で比較することで、自治体の個別効果を考慮した検証が可能に

なる。 

	
 推定の結果、日本の事例においては“時間距離”の上昇は地方の貧困率を上昇させるが、“直

線距離”は地方の貧困率に有意な影響を与えないことが明らかになった。この結果は、地域間

の移動に際して、山地を迂回する影響を含んでいない“直線距離”はアクセス変数として正確



に機能しない可能性を示唆している。加えて、固定効果を識別したパネルデータ分析において

も、都市へのアクセシビリティの改善は地方の貧困率を有意に低下させることが確認された。 

	
 本研究の貢献は、山地の多い日本のような国を対象とする際は、地域間のアクセスを測定す

る上で地形的障害を迂回する影響を考慮する必要を明らかにした点と、地方の個別効果を識別

した分析結果を、都市へのアクセスと地方の経済活動についての議論に提供した点にある。 

	
 ２章では、都市へのアクセスが地方の貧困に影響することを研究した先行文献を記述する。3

章では、推定に用いるモデルと、検証に用いる変数について解説する。４章はクロスセクショ

ンデータ分析の推定結果を記述する。5章はパネルデータ分析について、つくばエクスプレスの

事例と、推定結果について解説する。6章は本研究のまとめである。 

 

2. 先行研究  
	
 この章では、都市へのアクセスが地方の貧困率に影響することを示した先行研究について記

述する。Partridge and Rickman(2003)は、地方の貧困率が地方の賃金水準と強い相関を持つこ

とと、地方の雇用率と賃金率に強く影響されることとを示した。このことから、地方の貧困は、

雇用率と賃金率の関数として 

Regional  Poverty! =    f!
!"# er,wr,𝐨𝐭𝐡𝐞𝐫 ,                                                                                                               1  

と表すことができる。ここで、“er” は雇用率、“wr” は賃金率, “other” はその他の貧困に関係

する変数のベクトルである。 

	
 地方の雇用率と賃金率は、地方の労働需要と労働供給との相互関係に依存しているため、そ

れぞれ 

Employment  Rate! =    f!!" l!, l! ,                                                                                                                                       2  

Wage  Rate! =    f!!" l!, l! ,                                                                                                                                                 3  

と記述することができる。ここで、“ld“は労働需要、“ls“は労働供給を表す。他の要素が一定なら

ば、ldの上昇は er か wrを上昇させ、lsの上昇は er か wrを下落させる。 

	
 Partridge and Rickman(2008)は、アメリカを事例とした実証研究で、都市へのアクセスが地

方の貧困率に与える影響を検証した。都市へのアクセスが地方 iの労働需要と労働供給に与える

影響を、アクセス変数による偏微分の式で表すと、 

l!! =    f !" accessibility!", other , 	
   
∂l!

∂accessibility!"
<   0 

l!! =    f !" acceessibility!"#, other , 	
 
∂l!

𝜕accessibility!"
<   0  𝑜𝑟   ≥   0 

Poverty! =    f!
!"# accessibility!"#, other ,

∂poverty!
∂accessibility!"

>   0 



と書ける。acceessibility!"#は地方 iから最も近い都市へのアクセスを表し、この変数の上昇は、

自治体 iの都市へのアクセスが悪化することを表す。この関係式で重要な点は、都市へのアクセ

スが悪化すると、自治体 iの労働需要が低下することを示している点である。これは、企業が集

積している都市においては、地方よりも労働需要が高くなることによる。この都市における労

働需要の増大が、地方の労働者の移動によって調整されないならば、都市の労働需要が労働供

給を超過し、都市の賃金水準は地方よりも高くなることが考えられる。 

	
 また、地域間の経済格差を生み出す要因である、都市の経済集積がもたらす正の外部性と、

地方における労働のモビリティの不完全性を実証研究による知見も存在する。労働市場の効率

的な調整について、Rosenthal and Strange(2003)は地理情報システムを用いて集積地からの距

離と集積の外部性の関係を検証し、集積地から離れるごとに、経済集積が企業の生産性に与え

る正の外部正が低下することを示した。また、buettner(2013)は、地方ほど労働市場の柔軟性が

低下することが、地方の貧困率を都市よりも悪化させる原因となることを指摘している。 

	
 地方から都市への労働のモビリティの不完全性を示した実証研究としては、Lucas(2001)と

Molho(1995)を挙げられる。Lucasは、都市からの距離の増大は、地方の労働者が都市における

労働需要の増大に関する情報を得るコストを増大させることを示した。また、Molhoは労働者

の地域への居住期間が増大すると、近隣住民との労働者の都市への移住コストが増大すること

を報告している。これらの要因により、都市での労働需要の上昇を調整するのに十分なだけの、

地方からの労働供給が行われなければ、都市の賃金が地方よりも高くなり、地域間の経済格差

の原因となる。 

 

3.実証分析  

3.1推定モデル 
	
 この節では、都市へのアクセスが自治体の貧困率に与える影響を推定するモデルを記述する。

それぞれの変数とデータについては、3.2節以降で議論する。推定式は 

POV!" = 𝛼!" + βACCESSIBILITY!" + δ𝐗𝐢𝐩 + θREGION!"   + u!"	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 (4) 

である。 

POV!"都道府県 pの自治体 iにおける貧困率を表す。ACCESSIBILITY!"は自治体 iから最も近い都

市へのアクセスを表す変数であり、各推定では“直線距離”、“時間距離(車)”、“時間距離(公共

交通機関)”のうちの一つが使われる。また、“直線距離”は 1kmを 1単位とし、“時間距離(車)”

と“時間距離(公共交通機関)”は 1分を 1単位とする。ここで、ACCESSIBILITYの上昇は最

も近い都市へのアクセスの悪化を意味する。本研究の推定では、ACCESSIBILITYの上昇が

POV!"を上昇させるかどうかを検定する。また、自治体 i自身が都市の場合、都市へのアクセス

変数は 0となる。 



	
 𝐗𝐢𝐩は地方の貧困率に関係する変数のベクトルである。また、REGION!"は地域と都道府県のダ

ミー変数である。𝑢!"は誤差項である。 

	
 さらに、我々は“時間距離(公共交通機関)”をもとにパネルデータを作成し、地域の固定効果

を識別する２時点間パネル分析を行う。パネル分析では、アクセス変数は“時間距離(公共交通

機関)”に限られる。推定モデルは 

∆POV!"!   =   βΔTIME − DISTANCE!"!   +   δΔ𝐗𝐢𝐩𝐭   +   µμ   +   Δϵ!"! 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 (5) 

s.t.  ϵ!"! = u!"! −   a!". 

∆は、変数が 2時点間の同じ変数の差であることを表す。µμは地域の時間固定効果である。  Δϵ 

は、誤差項u!"! と地域個別効果a!"との差である。 

 

3.2アクセス変数 
	
 この節は、検定に用いる実証分析に用いる変数、データについて記述する。表 1は記述統計

である。アクセス変数には、前述のように“直線距離”、“時間距離(車)”、“時間距離(公共交通

機関)”を用いる。推定では、それぞれのアクセス変数が地域の貧困率に与える影響を推定し、

結果を比較する。先行研究ではアクセス変数として“直線距離”がよく使われてきた。これは、

他のアクセス変数に比べて変数の測定が容易なためである。 

	
 しかし、移動のコストを正確に測定するうえで、“直線距離”は適切な指標として機能しない

場合がある。Boscoe , Henry and Zdeb(2012)は、アメリカ、プエルトリコ、コロンビア自治区

を対象にして、最寄りの病院へのアクセスが住宅価格に与える影響を実証するにあたり、“直線

距離”と“移動距離”を用い、それぞれの結果を比較した。検定の結果、Boscoeらは移動にあ

たって迂回を必要とする地形的障害がある場合は、“移動距離”がより適切にアクセスの影響を

説明することを示した。 

	
 山地の多い日本を対象とする本研究では、直線距離が都市へのアクセスを表す指標として不

適切になることが考えられる。日本は国土の約 67%が山地であり(FAO:2015)、移動の妨げとな

る地形を多く有している。そのため、地域間の移動に際して山を迂回する影響を考慮すること

ができない“直線距離”では、地域間のアクセスの容易さを正確に測定できない可能性がある。

そのため、アクセス変数として“直線距離”のほかに“時間距離(車)”と“時間距離(公共交通

機関)”を用い、地方の貧困率に与える影響の推定結果を比較する。 

	
 また、地域の固定効果を識別したパネル分析に当たって、鉄道開通によって変化する“時間

距離(公共交通機関)”を記録した時刻表を用いてパネルデータを作成する。 

	
 	
 𝐗𝐢𝐩は、先行研究から地域の貧困率に影響すると考えられる変数のベクトルであり、3種類

の変数群で構成される。(1)地域の人口を説明する変数:自治体の世帯数、年齢別の人口構成比(15

歳以下の人口と 65歳以上の人口)、(2)地域の経済活動を説明する変数:自治体の一次産業従事者



率、二次産業従事者率、失業率、(3)大学卒業者率(最終学歴)、高校卒業者率(最終学歴)が含まれ

る。 

	
 𝐑𝐄𝐆𝐈𝐎𝐍は地域ダミー(関東地方、東北地方など)と都道府県ダミー(東京都、宮城県など)で構

成される1。また、自治体の最寄りの都市を識別するダミー変数もここに含まれる。都道府県統

計書統計局の定義に従い、我々は都市を人口 30万人以上の自治体として定義する。我々はデー

タ入手可能性の制約から、33都道府県、648自治体を用いる。これは、我々が貧困率の指標と

して扱う生活保護受給率を、自治体レベルで公表している地域に限られている。 

 

3.3貧困の変数 
	
 我々は、自治体レベルの貧困率を測定する指標として、”生活保護受給世帯率”を用いる。生活

保護受給率は、自治体ごとに最低生活水準を達成することができない世帯の割合を観察するこ

とができるため、国際的に使用される貧困の指標である”絶対的貧困率”の代替変数として機能す

る。 

	
 国や地域の貧困率を測定する指標として、”相対的貧困ライン” と”絶対的貧困ライン”が広く

使われている。相対的貧困ラインは、国(地域)の“世帯総所得を世帯人数の平方根で割ったもの

のメディアンの半分”で定義され、この貧困ラインを下回る世帯の割合が、相対的貧困率であ

る(OECD:2008)。相対的貧困率は、先進国間の貧困率を比較する際によく用いられる(ILO:2012)。 

	
 一方、絶対的貧困ラインは、最低生活水準を達成するために必要な金額を境界とし、1日あた

りの生活費が 1.9ドルを下回るか否かで定義され、この貧困ラインを下回る世帯(人口)の割合が

絶対的貧困率である(World Bank:2008)。絶対的貧困率は、主に社会保障を必要とする経済主体

を識別するために使われている(ILO:2012)。 

	
 先進国においては、特に絶対的貧困の観測にあたって、独自の絶対的貧困率を定義する必要

がある。上述のように絶対的貧困ラインは、世帯収入をもとに家計が最低生活水準を達成でき

ているかどうかで判断されるが、この基準となる 1日あたりの生活費が 1.9ドルという閾値は発

展途上国での生活を前提としており、途上国と比べて物価が高い先進国においては、最低生活

水準を達成するための金額が上昇する。そのため、アメリカ合衆国は、各州の物価水準(CPI-U)

を考慮し、世帯の人数によって異なる絶対的貧困ラインを設定している(U.S Census 

Breau:2016)。 

	
 本研究では、地域の貧困率を測定する指標として“生活保護受給世帯率”を、絶対的貧困率

の代替変数として用いる。生活保護受給世帯率”は、地域内の生活保護を受給している世帯の

                                            
1 :本研究に用いられる 33都道府県は、北海道、岩手県、福島県、茨城県、栃木県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川
県、富山県、福井県、岐阜県、愛知県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、鳥取県、島根県、広島 



割合であり、自治体レベルのデータが各都道府県によって公表されている。生活保護は、厚生

労働省が定義した“生活保護基準”に従って、最低生活水準を達成していない世帯に支給され

る。各自治体はその経済水準に応じて格付けされており、“生活保護基準”はその格付けに応じ

て変動する。そのため、日本における生活保護は、各地域の物価水準を考慮したうえで、最低

生活水準を達成できない世帯に支払われるため、“生活保護受給世帯率”はWorld Bankの定め

る“絶対的貧困率”の代替変数として機能すると考えられる。 

	
 本研究は“生活保護受給世帯率”を地域の貧困率の指標として用いることで、Partridge and 

Rickman(2008) と類似の貧困指標を観測している。これにより、アメリカ合衆国における

Partridgeらの研究結果と、日本を対象にした本研究から得られる検証結果を比較することが可

能になる。 

 

3.4.データ 
	
 この節では、本研究で用いるデータについて記述する。 

	
 地域間のアクセス変数の取得に当たって、地域間の“直線距離”は、国土地理院の提供する

位置参照情報提供サービスと、座標変換サービスを用いて導出した。“時間距離(車)”の入手に

当たって、Google Mapsの時間距離算出サービスを用いた。また、“時間距離(公共交通機関)”

の入手には、時刻表(JTB:2010)を用いた。 

  𝐗𝐢𝐩に含まれる自治体の世帯数、年齢別の人口構成比(15歳以下の人口と 65歳以上の人口)、

自治体の一次産業従事者率、二次産業従事者率、失業率、大学卒業者率(最終学歴)、高校卒業者

率(最終学歴)変数は、都道府県統計書(2012)によって入手した。 

	
 また、貧困率の指標として用いる“生活保護受給率”も、都道府県統計書によって自治体レ

ベルのデータを入手した。 

	
  

4.結果  

4.1.クロスセクションデータ分析 
	
 この節では、(4)のモデルを用いたクロスセクションデータ分析の結果を記述する。本節にお

いて、我々は都市へのアクセスが地方の貧困率に与える影響について分析し、Partridgeらの結

果との比較を行う。また推定結果を用いて、日本において各アクセス変数が地方の貧困率に与

えた影響を比較する。 

	
 表 2は、クロスセクションデータ分析の結果である。(1)-(6)は、得られたすべてのサンプルを

用いた推定結果である。(7)-(12)は、都市以外の自治体をサンプルとして行った推定の結果であ

る。この、都市以外の自治体をサンプルとした推定によって、我々は都市へのアクセスが地方

の貧困率に与える効果をより純粋に推定することが可能になる。なぜならば、都市自身の都市



へのアクセスは 0となり、サンプル全体を用いた推定は都市へのアクセス変数を持たない自治

体が空いてに含まれるためである。 

	
 (1)-(3)は地域ダミーを用いた推定結果である。この結果から、“直線距離”の上昇は地方の貧

困率に統計的に有意な影響を与えていないことがわかる。しかしながら、“時間距離(車)”と“時

間距離(公共交通機関)”の上昇は、地方の貧困率に有意に正の影響を与えることがわかった。こ

の時、1単位の都市への時間距離の増加は、地方の貧困率を 0.001%上昇させる。例えば、都市

への時間距離の 100分間の上昇は、自治体の生活保護への年間支出を、平均して 7590万円上昇

させることが、推定結果と全国の自治体の平均生活保護支出額から計算できる2。 

	
 (4)-(6)は推定に都道府県ダミーを使用しており、(1)-(3)と本質的に異なった結果は得られてい

ない。都市への“直線距離”は地方の貧困率に有意に影響しない一方、“時間距離(車)”と“時

間距離(公共交通機関)”の上昇は、10%の統計的有意性をもって自治体の貧困率を上昇させる。 

	
 都市を除いたサンプルで同様の推定を行った(7)-(12)も、(1)-(6)とほとんど同様の結果を示し

ている。しかしながら、(11)と(12)では、“時間距離”は全サンプルを用いた推定結果よりも、

高い統計的有意性を持っている。 

	
 (1)-(12)の推定結果の分析を通して、日本においては一貫して、都市への“直線距離”は自治

体の貧困率を有意に説明しないが、“時間距離”の上昇は地域の貧困率を上昇させていることが

わかった。これは、都市へのアクセスが地方の貧困率を説明するという Partridgeらの先行研究

の結果と整合的である。加えて、この推定結果は山地の多い日本では地域間のアクセスの変数

として、迂回の影響を考慮できる“時間距離”の方が、“直線距離”よりも適切であるという我々

の仮説を支持するものである。 

 

5.パネルデータ分析	
 
5.1. つくばエクスプレス 
	
 我々は、鉄道開通によって変化する“時間距離(公共交通機関)”の性質を利用して、地域の固

定効果を考慮した 2時点間パネルデータ分析をおこなう。鉄道開通の事例として、2005年に開

通した“つくばエクスプレス”を取り上げる。つくばエクスプレスは、つくば-秋葉原間をつな

いでおり、開通前は 60分だった時間距離を、40分に短縮させた。これにより、沿線上の自治体

の労働のモビリティが上昇し、地域の貧困率が減少したという予測が立てられる。 

	
 パネルデータの作成には時刻表(JTB:2000, 2010)を用いる。時刻表は公共交通機関のダイヤグ

ラムを記録しており、一貫した基準で作成された時間距離の指標を得ることができる。 

 

                                            
2:2010年の日本には 53,549,522世帯があり、生活保護受給世帯率は 2.78%であった。このことから、 



5.2.  2時点間パネルデータ分析 
	
 表 3は、2時点間パネルデータ分析の結果を表している。自治体の固定効果を識別した分析の

結果、都市への時間距離の 1単位の上昇が、自治体の貧困率を 0.003%上昇させることがわかっ

た。この分析結果により、秋葉原への時間距離が 20分間減少したつくばにおいて、生活保護へ

の支出が年間約 4550万円減少したと推定することができる。 

 

6.おわりに	
 
	
 我々は、日本を対象にして、都市へのアクセスが地方の貧困率に与える影響を検証し、都市

への“時間距離”の上昇は地方の貧困率を上昇させるが、都市への“直線距離”は貧困率を有

意に説明しないことを明らかにした。この結果は、Partridge and Rickman(2008)による、都市

へのアクセスの悪化が地方の貧困率を上昇させるという結果と整合的であるが、山地の多い日

本においては、“直線距離”よりも“時間距離”の方が地域間のアクセスを表す指標として適切

であることを示唆している。 

	
 加えて、本研究は、つくばエクスプレス開通による時間距離の変化が、沿線地域の貧困率に

与えた影響を、2時点間パネルデータ分析によって検証した。検証の結果、地域の固定効果を識

別した上でも、都市への時間距離の上昇が地方の貧困率を有意に上昇させることがわかった。 

	
 山地などの地形的障害がアクセス変数に与える影響を検証した点と、都市の産業集積へのア

クセスに関する議論に、地域の個別効果を考慮した知見を提供した点に本論文の貢献がある。 
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